
 

《令和３年度》瑞浪市地域防災計画の修正要旨 
 
 

１ 修正の趣旨 

災害対策基本法の一部改正、令和２年７月豪雨災害の検証結果及び近年の災害対

応の教訓等を踏まえ、市の地域防災計画の指針となる「岐阜県地域防災計画」が改訂

されましたので、県計画との整合性を図ります。 

また、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定の追加のほか、災害時応

援協定の追加、物資・資機材備蓄状況などを最新のものに修正します。 

 

２ 主な修正内容 

（１）避難勧告・避難指示の一本化 

   災害対策基本法の一部改正に伴い、警戒レベル４の「避難勧告」と「避難指示 

（緊急）」を「避難指示」に一本化。「避難指示」までに危険な場所から全員避難す

べきことを追記 

（新旧対照表Ｐ１０～１１、Ｐ１４、P１６、Ｐ２５～３１、Ｐ４６～４８） 

 

（２）個別避難計画の作成 

   避難行動要支援者の個別避難計画作成が市町村に努力義務化されたことに伴

い、民生委員・児童委員、社会福祉協議会及び自主防災組織等の協力を得なが

ら、避難行動要支援者に対する避難支援体制の整備を図ることを追記 

（新旧対照表Ｐ２１～２２） 

 

（３）コロナ禍における避難所運営の強化 

   「県避難所運営ガイドライン」に基づく避難所の感染症対策の強化、避難所運

営マニュアルの策定にあっては、感染症への対応をまとめたマニュアルの別途作

成・更新に努め、地域の防災リーダーをはじめ住民等が主体的に避難所を運営で

きるよう配慮することを追記 

（新旧対照表Ｐ１７） 

 

（４）多様な避難形態への対応 

   感染症予防等により避難所以外への多様な避難形態が発生することを踏まえ、

分散避難者（自宅や親戚・知人宅に避難）の安否や支援ニーズを市が把握・確認

する体制の構築に努めることを追記 

（新旧対照表Ｐ１７、Ｐ３０） 

 

（５）災害リスクととるべき行動の理解促進 

   ハザードマップ等の配布時、居住地域の災害リスクを正しく理解し、適切な避

難先を判断できるよう周知に努めるとともに、避難に関する情報の意味の理解促

進を図る。事業者には、豪雨時にテレワーク、時差出勤、計画的休業等の適切な外

出抑制の実施に努めることを追記 

（新旧対照表Ｐ６～７、Ｐ９、Ｐ１６～１７） 

 
 

(６) 男女共同参画その他多様な視点を取り入れた防災体制の確立 

   防災会議の委員への任命など防災の現場における女性や高齢者、障がい者など



の参画を拡大し、男女共同参画その他の多様な視点に配慮した防災体制の確立に

努めるとともに、平常時及び災害時における男女共同参画担当部局等の役割につ

いて、明確化しておくよう努めることを追記 

（新旧対照表Ｐ１２） 

 

（７）小里川ダムの事前放流時の情報共有 

小里川ダムの事前放流による洪水調整機能を強化するため、河川管理者、ダム 

管理者、関係利水者及び市において情報共有することを追記    

(新旧対照表Ｐ１３～１４) 

 

（８) 必需物資の確保対策 

関係機関、民間事業者と連携した非常用電源への燃料供給、物資調達・輸送調 

整等支援システムを用いた備蓄状況の確認、災害用トイレの確保など、生活支援・ 

ライフライン対策について追記 

(新旧対照表Ｐ１８～２１) 

 

（９) 災害廃棄物処理体制の整備 

災害ボランティア、ＮＰＯ等の支援を得て災害廃棄物等の処理を進める場合、 

社会福祉協議会、ＮＰＯ等と連携し、作業実施地区や作業内容を調整、分担する 

などして、効率的に災害廃棄物等の搬出を行うことを追記 

(新旧対照表Ｐ３１～３２) 

 

（10) 要配慮者・避難行動要支援者対策 

発災時の避難行動要支援者に対する避難支援、指定避難所等での生活環境、健 

康状態の把握、要配慮者に配慮した応急仮設住宅の提供等について追記 

(新旧対照表Ｐ３２) 

 

 
 【資料編】 

 

(11) 土砂災害警戒区域 

岐阜県告示に基づき、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の一覧を最 

新のものに更新 

 

 

（新旧対照表Ｐ４、Ｐ３９、別紙第５） 

 

(12) 災害時応援協定に関する事項 

以下の協定・覚書を追記 

「災害時における応援協力に関する協定」（多治見地区電気工事業協同組合瑞浪 

部会） 

「非常災害発生時における土地等の使用に関する覚書」（中部電力パワーグリッ

ド株式会社多治見営業所） 

「瑞浪市災害ボランティアセンターの設置等に関する協定」（社会福祉法人瑞浪

市社会福祉協議会） 



 

「応急生活物資の調達及び供給等に関する協定」（株式会社オークワ） 

「災害時における応急生活物資の供給に関する協定」（株式会社ユタカファーマ

シー） 

「災害時における応急生活物資供給に関する協定」（生活協同組合コープぎふ） 

「災害時における支援協力に関する協定」（株式会社エイ・ダブリュ瑞浪） 

「災害時における地図製品等の供給等に関する協定」（株式会社ゼンリン中部支

社） 

「大規模災害時における道路啓開等に関する協定」（中部電力パワーグリッド株

式会社多治見営業所） 

「災害時における資機材供給に関する協定」（東濃コアー株式会社）  

（新旧対照表Ｐ４０～４２） 

 

(13) 防災（水防）倉庫 物資・資機材備蓄状況 

瑞浪北中学校敷地内に集中防災倉庫を新築し、地域の防災力を強化。新型コロ 

ナウイルス感染症対策として、間仕切り、非接触式体温計、消毒液などの資機材 

を各地区の防災倉庫に新たに備蓄するなど、最新のものに修正 

（新旧対照表Ｐ４６、別紙第１１） 


